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序章 はじめに 
 
１ 論文の目的 
従来、保育サービスをテーマにした研究は、経済学や社会学分野でも、地理学や建築計画
等の分野でも多数行われてきた。ただし、その多くが、現在の日本のように「待機児童」の
発生が社会問題化する以前の研究であるため、待機児童が考慮され、分析の目的に含まれた
研究になっていない。また、それぞれの分野の研究が独立して行われているため、同じテー
マを扱いながら、経済学の分野では「空間」の要素が、地理学等の分野では「価格」の要素
が、おおよそ無視された分析になっている。 
本研究の目的は、①仙台市を対象にした保育サービスの「空間」的な差異を具体的に分析
して図示すること、②「待機児童」を解消することを目的とした場合の、新たな保育施設の
立地点を明らかにすること、③地理学的な研究を行うことで、都市内の「空間」的な差異が
「待機児童」発生と関係があるのか、を明らかにすることである。 
 
２ 国内の保育制度の概要 
 日本の保育制度は 2015 年に開始された「子ども・子育て支援新制度」によって大きく変
わり新しくなった。サービスの供給側は、大きく認可と認可外に分かれており、国が定める
基準を満たしている場合に認可を得られる仕組みになっている。認可にはさらに二種類あ
り、「施設型給付」と「地域型給付」に分かれる。「施設型給付」とは、認可保育所と認定こ
ども園で行われる保育を指す。この認可保育所には、公立と私立の保育所があり、2000 年
に参入規制がなくなったことから、私立の保育所は社会福祉法人や学校法人、株式会社とい
った様々な組織に運営されている。認定こども園は、幼稚園と保育所の両方を擁した保育施
設で、保育所と同じように認可された「幼保連携型」、「保育所型」、「幼稚園型」の 3 タイプ
がある（認可されていないものは「地方裁量型」）。「幼保連携型」は幼稚園的機能と保育所
的機能を両方あわせ持つ単一の施設として認定こども園としての機能を果たすもの、「保育
所型」は認可保育所が、幼稚園的な機能を追加して持つことで認定こども園になるもの、「幼
稚園型」は認可幼稚園が、保育所的な機能をさらに持つことで認定こども園として機能する
ものである。「地域型給付」とは、「小規模保育事業」、「家庭的保育事業」、「事業所内保育事
業」、「居宅訪問型保育事業」のことである。小規模保育事業は、これまでの認可保育所の認
可基準をいくつか緩くし、小規模の定員でも開設できるようにした保育施設である。都市部
のあまり場所を取れない地域でも開設可能であるという利点があるが、保育の対象は 0～2
歳児なので 3 歳児からは新たな認可保育所等に移らなければならないというデメリットも
ある。家庭的保育事業は、それまで「保育ママ」として一部の自治体で行われていたサービ
スで、正式に認可を得られる事業となった。主に、保育者が 3 人まで自宅で子どもを預かる
ことができる。そして事業所内保育事業は、もともと事業主が従業員のために子どもを預か
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っていたところに、認可をして地域の子どもも預けることができるように整備したもので
ある。最後に居宅訪問型保育事業は、障害や病気などで集団の保育を受けられないといった
特別な事情がある場合に適応される保育である。 
 認可外保育には、主に「地方独自の保育所」、「ベビーホテル」、「その他の認可外保育所」
がある。「地方独自の保育所」とは、国の基準とは別に自治体が認定した保育施設のことで
仙台では「せんだい保育室」がある。「ベビーホテル」は主に夜間や宿泊の保育を行ってい
る施設である。このように、保育サービスは大きく認可と認可外の二つに分かれて、さらに
そこから細分化された様々なパターンで提供される。「待機児童」に数えられるのは、認可
されたサービスを受けられない児童の人数である。 
 認可された保育サービスを受けるまでの手続き（図 1）は、まずサービスを希望する児童
の保護者が自治体に入りたい保育所等を申込み、その後自治体が保育所への割り当てを行
って結果を保護者に通知する。これに漏れると「待機児童」になる。どのような順番に割り
当てを行っているかは、「利用指数」¹に基づいて自治体が調整している。また、保育料の支
払いは自治体を通して行う。応能負担のしくみで、保護者の収入によって収める保育料が異
なる。そのため、現状は保育所等に直接支払う形でなく、自治体に保育料を収めることにな
っている。その後、保育施設は自治体から運営費を受け取る。ただし、応能負担でも総じて
保育料は低く抑えられていて都市部では待機児童が常に発生してしまうので、保護者の就
業状況等から算出される「利用指数」をなるべく高くして自分の順序を上げようとするよう
な保活がさかんに行われている。 
 
参考）内閣府（2014）「保育の必要性の認定について」 
         仙台市 HP「平成 31 年度保育施設等利用案内」      
図１ 保育サービスを受けるまでの手続き 
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３ 日本の「待機児童」の現状 
 厚生労働省の「保育所等関連状況取りまとめ（平成 29 年 4 月 1 日）」によると、全国の
待機児童は平成 29 年 4 月 1 日時点で 26,081 人で、前年比で 2,538 人増加している。同時
に保育所等の定員は前年比で 10 万人増加している。待機児童が発生しているのは一部地域
のみで、待機児童が増加した自治体もあれば（増加したのは東京都の大田区、目黒区、千葉
県の習志野市、沖縄県のうるま市など）、減少した自治体もある（減少したのは、沖縄県の
那覇市、石垣市や東京都の世田谷区、北区、板橋区、千葉県の船橋市、大阪府の吹田市など）。
増加と減少の内訳を見ると、待機児童が発生している都道府県は一部であり、かつ都道府県
内でも増加している地域と減少している地域が同時にある。厚生労働省の発表によると、平
成 27 年から待機児童は増加し続けている。 
 
４ 仙台市における待機児童の状況 
 宮城県の公式サイトの発表によると、宮城県の待機児童数は 2018 年 4 月 1 日現在で 475
人となり、昨年度から 83 人減少した。仙台市の待機児童数も平成 20 年をピークに減少傾
向にあり、平成 30 年には 138 人で初めて 100 人台となった。しかし、仙台市が公表してい
る「保育施設等入所状況一覧」では待機児童とは別に保育施設ごとに「入所希望数」が計上
されており、それによると平成 30 年 4 月 1 日現在で 2,711 人の子どもが入所を希望しなが
ら入所できていない。入所希望児童の全てが待機児童に含まれない理由は、入所希望児童の
うち、保育施設等の利用の申し込みが行われているが利用していない児童を「入所希望児童」
として計上し、そこから次に当てはまる児童を除いた数を待機児童としているからである¹。 
 ア）保護者が求職活動を休止していることの確認ができる場合 
イ）預かり保育の補助を受けている幼稚園を利用している場合 
ウ）地方公共団体が一定の施設基準等に基づき運営費支援等を行っている地方単独保育 
施策で保育されている場合 
※自治体から運営費補助を受ける認可外保育施設等 
エ）企業主導型保育事業を利用している場合 
オ）他に入所可能な保育施設等の情報提供を行ったにも関わらず，特定の保育施設等を 
希望している場合 
カ）保護者が育児休業中で，保育施設等に入所できた時に復職することが確認できない 
場合 
保育所の入所を希望する児童すべてが保育サービスへの需要とすれば、公表された待機児
童数は実際の需要よりも非常に少ない人数で計算されていると考えられる。ただし、データ
の平成 29 年以降は、第二希望以下も希望児童を一人として計上しているので児童が重複し
て非常に多い人数になっている。平成 24 年から 30 年までの入所待ち児童数は表 1、2 の通
りである。 
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表 1 宮城県公表の仙台市の待機児童数   表 2 仙台市公表の入所待ち児童数 
（それぞれの年で 4 月 1 日現在）      （それぞれの年で 4 月 1 日現在） 
 
５ 論文の仮説 
上記の論文の目的と国内の保育制度、待機児童の状況を踏まえて、論文全体で以下の仮説を
立てる。 
ア）特に、DID 内の人口の密集したところでサービス需給が逼迫し、それ以外の過疎地に 
は保育所定員に空きが出て、空間的ミスマッチが起こっている。 
イ）自宅から保育施設への「アクセシビリティ」を基にして測定した保育施設ごとの待機児
童数が実際の待機児童数と有意に相関する。したがって、都市内の「空間的」差異が待機児
童発生の一因となっている。 
 
注） 
1．「利用指数」は、各市町村が設定した基準に基づいて、親の保育を必要とする程度や家庭
の状況等について各家庭を点数化したもの。点数によって保育を受けるための優先順位を
つける。仙台市では HP で各項目とその点数を 10 点を上限として公表している。仙台市に
は「保育利用の優先順位に関する基準指数」と「児童の家庭の状況等に関する調整指数」が
あり、この基準指数と調整指数の両方を点数にして合計する。 
 
 
 
 
仙台市の待機児童数
平成20年 740人
平成21年 620人
平成22年 594人
平成23年 498人
平成24年 410人
平成25年 533人
平成26年 570人
平成27年 419人
平成28年 213人
平成29年 232人
平成30年 138人
入所待ち児童数
平成24年 757人
平成25年 939人
平成26年 1,083人
平成27年 949人
平成28年 755人
平成29年 3,026人
平成30年 2,711人
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第一章 先行研究 
 
１ 保育サービスに関する地理学的研究 
1-1 アクセシビリティ 
 現在、保育サービスは保育施設を通して行われるのが一般的（一部、ベビーシッターなど
がある）であるため、サービスを利用する児童の保護者は出勤前に施設に立ち寄らなければ
ならない。そのため、保護者にとって利用可能な保育所への通園の利便性を測る分析が多数
行われてきた。そもそも「待機児童」が発生するほどの需要に対して供給量が足りないため、
新たに保育所を設置することを考えなければならない。その保育所をどこに立てるべきか
分析するために、需要者の「アクセシビリティ」を測ることが必要になる。「アクセシビリ
ティ（accessibility）」とは、定義は様々であるが、鈴木ほか（2015）によると、おおむね「機
会（opportunity）とそれに対する到達のしやすさ（ease of reaching or impedance）」を測る
指標とされる。田中（2001）や谷本ほか（2009）によると開発された指標は 3 つに分類さ
れ、①距離に基づく測定法によるもの、②累積機会測度によるもの、③距離と目的地の効用
を組み合わせた測定法によるものに分けられる。しかし、保育所へのアクセシビリティを測
る実証分析において使用されているのは、そのいくつかが「時空間プリズム」に基づくアク
セシビリティ測度である。谷本（2009）によると、「時空間プリズム」とは Hägerstrand（1970）
によって時間地理学のなかで確立された概念であるが、出発地点とその時刻、到達地点とそ
の時刻が決まっているとき、自由に使える時間で空間のどの範囲にいられるかを、横軸に空
間、縦軸に時刻を取ってプリズムの形状で表したものである。「時空間プリズム」を利用す
ると、先述で 3 つに分類したアクセシビリティ指標と異なり、個人の「時間」を指標のなか
に取り込むことができる。保育所へこどもを連れていく保護者は、自由に使える通勤時間と
その中で到達可能な範囲を考えて保育所を利用するため、このような指標が適していると
考えられる。実際に、武田（1998、1999）では自宅から保育所へと、保育所から職場への
二つの時空間プリズムを用いた分析を行い、宮澤（1998a,b）、瀬川・貞弘（1996）でも自宅
と最寄り駅、職場の場所と通勤時間を考慮した分析がなされた。ただし、時空間プリズムは
ある個人の通勤行動をもとに分析されるため、多様な働き方、通勤方法をパターン化して分
析すると、膨大なデータ数になるという欠点がある。 
 しかし、「時空間プリズム」を用いても分析されない重要な点がある。保育所には定員が
あるということである。定員がある施設を利用するには、需要と供給の量がマッチしていな
ければ、仮に施設に到達可能でも利用することができなくなる場合があるからである。空間
と時間を考慮してアクセシビリティを測っても、実際に利用できない児童が多いとなれば、
その施設の利便性は低いといわなければならないだろう。近年、その需給量に着目した測定
がなされており、とくに保育所を利用した実証分析としては、河端（2009）が通園距離の閾
値（限界距離）を設定し、その範囲内での需給量のバランスを指標に用いた研究を行った。
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しかし、その場合、一単位の需要が複数の保育所で需要量にカウントされる可能性があるの
で、のちに重複を排除する指標が開発されるなどした（井上（2012）、鵜飼ほか（2014））。
しかし、これらの指標では、閾値内でアクセシビリティの善し悪しを測ることができるもの
の、具体的にどの需要者が定員漏れとなって利用できなくなってしまうのかを特定するこ
とができなかった。実際には、同じ閾値内で同じアクセシビリティを持つ需要者であっても、
どの人が優先的に定員に入ることができるかによって、定員漏れになってしまう需要者の
分布が変わってくる。保育サービスでいう定員漏れとは、「待機児童」を指す。鈴木ほか（2015）
は、この「待機児童」の分布を、保育所への距離の近さをもとに割り当てを行い特定する実
証分析を名古屋市の緑区を例にして行った。 
 本研究では保育サービスだけを取り上げてアクセシビリティを分析しているが、Tsou& 
Chang(2005)ではさまざまなタイプの施設を同時に扱って、居住地の総合的なアクセシビリ
ティを測る指標が開発されている。 
 
1-2 最適配置分析 
 利用者の、また保育施設のアクセシビリティを測定することができると、通園の利便性に
ついて有利・不利な居住地の範囲と施設が明確になる。それを利用して、保育施設を新たに
設置する場合の立地点を求める分析が多数行われてきた。分析には、主に立地・配分モデル
を基にした数理モデルが用いられ、それを解くことによって立地点を求めた。とくに 1990
年代に多く行われた保育所に関する実証分析では、モデルを解く際の目的が、第一に就業可
能人口の最大化、就業可能地点の最大化であり（武田（1998,1999）、瀬川・貞弘（1996））、
第二に自宅から保育所までの通園距離と保育所から職場までの通勤距離の最短化（宮澤
（1998a））であった。これらの分析は、フルタイマーとして働くか、パートタイマーとして
働くかという女性の職業選択の可能性を広げることをその目的の背景としている。海外で
行われた研究では、たとえば Hodgson(1981)は、保育所を利用する児童の親が保育所を経
由して職場へ着くまでの総距離の最短化を目的に立地を決め、Alonso＆Devaux（1981）で
は、①児童の総通園距離の最短化、②施設の設置コストの最小化、③教育的ニーズを基にし
た立地候補点の点数の最大化の三つの目的で新たな施設を建てる場合を検討している。ど
の目的を取るかによって立地点が異なる。③の点数化とは、立地点にスコアをつけてその総
スコアが最も高くなるように立地する方法である。しかし、近年保育所を新たに設置する際
に重要なのは、保育所の定員に漏れた「待機児童」に対応するように設置することである。
つまり、将来「待機児童」が発生するであろう場所を推定し、その児童が利用できる場所に
保育所を建てることである。そのような分析はまだ行われていない。 
 最適配置分析に用いられるモデルは単純なものからさらに開発が進み、需要者の分布が
変化することを考慮に入れた動学モデルである「遺伝的アルゴリズム」を用いた分析（青木・
村岡（1996）、堀（2001））や、最大化や最小化する目的を複数設定する多目的計画法（山
田ほか（1999）、横田（1990））などがある。 
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２ 保育サービスに関する経済学的研究 
2-1 待機児童対策 
 現在の「待機児童」に対応するため、経済学の分野でも多くの研究が行われてきた。経済
学研究で主張される待機児童発生の要因は、おもに保育料の低さである。福祉的観点から競
争価格よりも保育料が低く設定されているために、超過需要の状態になると指摘されるか
らである。鈴木（2012）によると、①認証保育所への補助、②施設との直接契約と応益負担 
③弱者への直接支援、が待機児童の対策として考えられる。①の「認証保育所」とは東京都
で都の基準を満たすことで認証を得た認可外保育施設のことである。こうした認可外保育
所は全国の自治体にあり、仙台では「せんだい保育室」と呼ばれる。この「認証保育所」は
民間参入が盛んであるため、②や③と合わせると競争原理が働く。現在は、需要者の収入に
合わせて自治体が保育料の徴収を行っているが、②の応益負担にして施設に直接支払うか
たちに変えると、現在の低すぎる価格から保育料が上がることになる。しかし、保育料が上
がっても、③の経済的弱者に自治体が直接補助を行えば問題ないというわけである。このよ
うなやり方は「準市場」的な対応であり、諸外国や介護分野ですでに導入されていることも
あって、保育分野にも適用できるのではないかと考えられ、導入した場合の利点や問題点、
対策に関する研究が多く多数行われてきた（駒村（2008）、狭間（2008）、後（2015））。た
だし、このような市場原理を導入したやり方は保育のような福祉的な要素の強い分野には
安易に適応すべきでないという反論もある（岡崎（2009））。 
 さらに、鎌田（2011）では、自治体へのアンケート調査結果から待機児童発生の要因を 3
つに分けて考察しており、その内容は、①保育需要要因、②保育供給要因、③保育サービス
需給のミスマッチ、である。①は就業する母親の増加と一人親家庭の増加が半数以上の自治
体で挙げられ、②は財政的に新設と定員増が困難であるという結果であった。そして、③に
は、児童の年齢によるミスマッチと、地域的ミスマッチが挙げられる。保育需要はとくに 0
～2 歳児に集中するため、保育所の利用を希望する児童の年齢が募集と合わない場合がある
からである。そして、待機児童は特に都市部で深刻化した問題であることと、もっと局所的
な施設の立地と居住地のミスマッチが指摘されている。しかし、待機児童が解消しない理由
として財政的に困難であることを多くの自治体が回答している。現在供給量が不足してい
ることは確かであるから、なるべくコストをかけずに保育所を増やさなければならないだ
ろう。そのとき、効率性を考えた供給増が必要になる。 
 また、待機児童が発生する要因として周（2002）は保育士市場の二重労働仮説と、買手独
占仮説を挙げ、理論と実証で分析した。分析により二つの仮説は支持され、待機児童の要因
として公立保育所で働く保育士と私立保育所で働く保育士の賃金格差が明らかになった。
公立と私立の賃金格差は、人件費の面と人材活用の面での非効率性を示し、保育士不足の深
刻さを表している。保育士市場の問題は、鎌田（2011）でいう②保育供給要因であると考え
られる。 
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 保育サービスの供給効率性は、塩津（2007）や白石ほか（2003）で分析され、確率的フ
ロンティア生産関数によって分析されている。しかし、供給に関わる変数のなかに、保育所
の立地やアクセシビリティと関わる変数は含まれていない。結局、自治体への調査等で地域
的偏在が指摘されながら、経済学的な理論研究や実証研究にそれらの要素はまだ検討され
ていないということになる。 
 
2-2 少子化対策 
 少子化対策に保育サービスは深く関わる。なぜなら、女性の労働力を活用しながら出生率
を回復させたければ、保育サービスを充実させることが不可欠だからである。したがって、
先述の「待機児童対策」は少子化対策としても急務であるといえる。これまで理論研究とし
て、Becker（1965）の家計内生産モデルを利用した坂爪（2008）の分析から、少子化対策
にはサービス価格低下による保育サービスの量的拡充が効果的であることが分かった。同
論文内で、実証分析によってもコストによる保育サービスの量的拡充が女性の労働供給に
正の影響があること（駒村（1996）、永瀬（1997）、大石（2003）、滋野（2003）、清水谷・
野口（2004））、コスト面での実証分析ではないが量的拡充が出生率に正の影響があること
（永瀬（1997）、滋野・大日（2001b）大石（2003））などが指摘されている。Becker の家計
内生産モデルと、そのうち女性の労働時間を所与として分析した坂爪（2008）及び坂爪（2007）
のモデルから、出生率には保育サービスの価格と保育時間、そして女性の労働時間と賃金が
関わることが分かる。ここで、女性の労働時間と賃金はフルタイマーかパートタイマーかで
大きく異なり、その選択に保育所へのアクセシビリティが関わると宮澤（1998b）が分析し
ていたことを踏まえると、女性の労働時間と賃金を介して、保育施設の分布に関する地理学
的研究と出生率に関する経済学的な理論研究が関わりをもつことが示唆される。 
 
３ まとめ 
 保育サービスに関連する、地理学的研究と経済学的研究をそれぞれ概観していくと、それ
ぞれ全く別々の方法で保育サービスを対象にした分析が行われてきたが、実際には関連す
る部分があった。地理学的研究は、空間と時間を主な分析の要素とし、経済学的研究は価格
と時間を要素としてきた。両者は時間を扱うことでつながりを持つ。そのなかで、「待機児
童」の解消を目的とした施設立地の分析はまだ蓄積が少なく、空間の要素を加えた「待機児
童」の発生要因に関する分析も十分に行われていない。本稿では、次章から「待機児童」の
解消を目的にしたアクセシビリティと立地研究を行っていくことにし、最後にアクセシビ
リティが実際の待機児童発生の要因になっているかを、ほかの要因とともに統計分析によ
って確かめることにする。 
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第二章 保育所のアクセシビリティ分析 
 
はじめに 
 厚生労働省によると、2017 年 10 月現在、全国で保育所に入りたくても入ることのできな
い待機児童は 55,433 人発生している。しかもそれは東京都内や仙台市、大阪市、岡山市な
どの地方の都市部に多く、保育サービスを希望する 0 から 5 歳児の人口の地域的な偏りが、
待機児童を発生させている可能性を示唆する。そして、人口の偏在は都市内部においても見
られ、待機児童発生の一因となっている可能性がある。これまで、地理学・建築計画等の分
野において、利用者の保育所へのアクセシビリティを測定する研究がいくつか行われてき
た。河端（2009）は、保護者と児童の通園限界距離を 700m と仮定し、その範囲内で需要と
供給が均衡するかどうか、を分析したものであり、鈴木ほか（2015）は、マッチングの方法
を用い、利用者を各保育所へ割り当てる分析を行った。保育所へのアクセシビリティ分析の
特徴は、保育所には定員があり、基本的に、それを超えるとサービスを受けることができず、
待機児童になってしまうということを考慮に入れる必要があるということである。保育所
の入所を希望する家庭が保育所にアクセスできるかどうかは、通園の距離と、通園可能な距
離の保育所定員が利用者に対して十分であるかどうか、が大きく関係する。本研究では、実
際に通園の限界距離と保育所の定員を考慮して、仙台市における保育所のアクセシビリテ
ィを測定し、考察を行った。 
 
保育所の希望理由 
 表１のように、特定の都市を事例とした保育サービスに関する先行研究のなかで、保育所
の利用者へアンケート調査が行われてきた。どの地域においても、保育所の選択時・利用時
で、施設の自宅からの近接性が最も重視されていた。したがって、自宅と施設との距離が保
育所の割り当てに際して実際に大きな影響を与えていると考えられる。 
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研究方法 
1 アクセシビリティ測定  
分析には、0～5 歳児の居住地と人口のデータと、保育所の所在地と定員のデータが必要
である。0～5 歳児の統計データは平成 27 年の国勢調査のデータを利用し、保育所の所在地
と定員のデータは、仙台市がホームページで公表しているデータを利用した。0～5 歳児の
居住地については、国土交通省のアクセシビリティ指標活用の手引き（案）（2014）にある
pp.10～12 の方法を踏襲して、100m メッシュによる居住地人口の分布を作成した。ただし、
利用者と保育所への距離を測定するため、100m メッシュの重心を具体的な居住地として利
用した。 
図１は、実際に作成した、仙台市における 0～5 歳児人口分布である。国勢調査の 500m
メッシュ統計では 0～5 歳児人口データは公表されていないが、小地域ごとの 0～5 歳児人
口の割合をもとにして、100m メッシュの 0～5 歳児人口分布を作成する。GIS 上で小地域
単位の 0～5 歳児人口と 500m メッシュの境界データを重ね、500m メッシュ単位での 0～5
歳児人口を表示する。その後、100m メッシュの境界データを 500m メッシュに重ねて等分
し、100m メッシュ単位の 0～5 歳児人口データを作る。アクセシビリティを測る際には、
そこに、保育所需要率をかけた値をサービスの需要数として利用する。 
 
       図１ 0～5 歳児分布（100m メッシュ） 
 
保育所の需要率(r)は、仙台市全体で一定とした。仙台市全体の平成 27 年における保育所
入所数を用いて、r＝（保育所入所数+待機児童数）／0～5 歳児人口 として計算し、約 0.34
となった。 
通園距離は、直線距離を利用した。  
アクセシビリティ指標は、鈴木ほか（2015）で使用された指標を応用する。この指標は、
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マーケットデザインの一手法であるマッチング理論を学校選択問題に応用した「ボストン
方式」を、さらに保育所入所選考に応用したものである。 
鈴木ほか（2015）から「ボストン方式」を引用すると、 
ステップ１：各生徒は学校の選好順位を提出． 
ステップ２：各学校は生徒に対する優先順位を決定．なお、優先順位は以下の４つの段階で 
決められる． 
 第 1 優先：徒歩圏内かつ兄弟が同学校に通っている 
 第 2 優先：兄弟が同学校に通っている 
 第 3 優先：徒歩圏内 
  第 4 優先：上記のいずれにも該当しない 
  同順位の生徒は、くじ引きで順位を優先決定． 
ステップ 3：次の手順で生徒を学校に割り当てる． 
 1）各学校はその学校を第一希望で希望する生徒を、優先順位に従って、定員に達するか 
第一希望の生徒がいなくなるまで受け入れる． 
 2）まだ受け入れ先が決まっていない生徒は、その生徒の第二希望の学校がまだ定員に達 
していない場合、その学校の優先順位によって順位付けされ、順位が高い生徒から順 
に定員に達するまで、あるいは第二希望の生徒がいなくなるまで配属される． 
 3）まだ受け入れ先が決まっていない生徒がいる場合、2）と同様のプロセスを第三希望以 
降も繰り返し、全ての生徒の配属が決まるまで続ける． 
鈴木ほか（2015）では、上記の「ボストン方式」を応用して、以下のような方法で児童の割
り当てが行われた。 
1） 保育所利用を希望する児童は、居住地から距離が近い順に保育所の選好順位を決める
と仮定して、保育所の選好を提出する。 
2） 各保育所は、自身から距離の近い順に児童の優先順位を決める。 
3） 各保育所は、自身を第一希望にしている生徒から受け入れていき、定員が一杯になっ
たら受け入れをやめる。その時点でまだその保育所を第一希望としている児童が残っ
ていたら、第二希望へ割り当てることにする。第一希望を割り当てた時点で定員が余
ったら、その保育所を第二希望としている児童を受け入れることとする。 
4） 第二希望の割り当てを開始し、定員が一杯になったら割り当てをやめ、第三希望に回
し、すべての保育所の定員がなくなるまで繰り返す。 
以上のプロセスにより、割り当てられなかった児童は待機児童となる。この方法を利用する
利点は、保育所の利用を希望する児童が、複数の保育所に重複して割り当てられることがな
い点と、待機児童が発生する可能性が高い居住地を明示できる点である。欠点は、通園の限
界距離が考慮されない点である。   
河端（2009）で利用されていた方法によると、一人の児童が複数の保育所に割り当てられ
る可能性がある。保育所が競合する可能性を考えれば、一人の児童を複数の保育所に割り当
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てると仮定しても正当性があるが、そもそも都市全体の保育所の定員に余裕がなく、少しで
も待機児童を減少させたいという社会的要求を考えれば、重複をなくして児童を割り当て
る方が現実的である。 
 本研究では、通園の限界距離と、さらに、2015 年から開始された小規模保育事業²を考慮
に入れ、以下の条件を追加する。 
ア） 割り当てをする際に、定員にまだ余裕があったとしても、児童の通園が限界距離を
超えた時点で割り当てをやめる。 
イ） まず、これまでの認可保育所に対する割り当てをすべて行ったあと、残った児童を
小規模保育事業等（認定こども園を含む）に同じ方法で割り当てていく。 
小規模保育事業等への割り当てを、認可保育所の後にする理由は、平成 27 年 10 月現在で
仙台市内に発生した待機児童のうち、小規模保育事業等の利用を希望していた児童が、認可
保育所を希望していた児童に比べ、極端に少ないことによる（小規模保育事業等の待機児童
は 1 施設で最大 7 人、認可保育所では最大 33 人）。 
 
    
（ア）鈴木ほか（2015）の手順     （イ）本分析の手順 
図２ 割り当ての仕方 
 
 通園の限界距離は、5 パターンを仮定する。限界距離を設けない場合、1500m、2000m、
2500m、3000m である。5 パターン設けるのは、先行研究（河端（2009）、瀬川・貞弘（1996）、
宮澤（1998）、武田（1998）、鈴木ら（2015））において通園時間とその距離は地域ごとに大
きく異なることと、交通手段に徒歩、鉄道、自家用車のどれを利用するかによっても異なる
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ため、個々人でもばらつきがあると考えられるからである。 
 
2 アクセシビリティの理論値と実測値比較 
 5 パターンの通園距離で児童の割り当てを行うと、待機児童の発生の仕方が全く異なる。
ここで、アクセシビリティ（A）を、各居住地の待機児童の発生を地図化するだけでなく、
保育所（i）ごとに以下のように計算する。 
    
Ai＝需要者数 i／定員 i      （1） 
 需要者数 i＝実際に保育所 i に割り当てられた児童数＋割り当てられなかった児童のうち、 
第一希望で保育所 i を希望し、かつそれが通園限界距離以内である児童数 
 
以上の方法によると、需要者数は、通園限界距離以内で待機となった児童数だけを含み、通
園限界距離を超えて待機児童になってしまった人数は含まれない。これは、通園限界距離を
超えてしまった児童は保育所の入所希望を自治体に届けず、潜在的な待機児童になると考
えるためである。仙台市をはじめとした自治体の多くは、実際に希望が届けられた分から待
機児童数を計算している。 
 保育所ごとのアクセシビリティ（A）を算出する理由は、それらの値を、実際のデータに
基づく（需要数／定員）と比較するためである。この実測値における需要数は、仙台市で公
表している、平成 27 年 10 月現在の、各保育所の（入所児童数＋待機児童数）であり、定
員は各保育所の定員である。この実測値を保育所ごとに計算し、先のアクセシビリティ（A）
の値と有意に相関があるか、また、その相関係数から、通園限界距離別の 5 パターンのう
ち、どの距離によるアクセシビリティ（A）が実測値と最も近くなるかを明らかにする。 
 
結果と考察 
１ アクセシビリティ測定の結果 
 図４で、通園の限界距離別に、待機児童となる居住地点を示した。さらに、それぞれのパ
ターンで、保育所ごとにアクセシビリティ（A）を求めた。このアクセシビリティ（A）の
値と、実際のデータに基づく（需要数／定員）の値（＝実測値）との相関は、5 パターンす
べてにおいて有意水準 1％で有意となり、通園限界距離が 2500m になったとき相関係数が
最も高くなった（表 4）。このことから、通園の限界距離が 2500ｍのとき、最も現実に近い
結果になると考えた。2500ｍを仮定した場合に、アクセシビリティ（A）の値で上位 5 か所
と下位 5 か所となる認可保育所を表 5 で示した。また、相関係数以外のそれぞれのパター
ンに関する特性値は表 6 のようになる。 
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（注）***は 1％水準で有意。 
表 4 通園距離別のアクセシビリティ（A）と実測値との相関 
 
 
 
表 5 2500m の場合で保育所ごとのアクセシビリティ（A）上位５、下位 5 
 
図３ 2500m の場合で保育所ごとのアクセシビリティ（A）上位 5、下位 5 
通園限界距離 相関係数
なし 0.2572 ***
1.5㎞ 0.3384 ***
2.0㎞ 0.3406 ***
2.5㎞ 0.3451 ***
3.0㎞ 0.3414 ***
上位5か所 アクセシビリティ（A) 実測値
住吉台保育園 2.288 1.275
仙台市吉成保育所 3.900 1.214
台の原保育園 2.833 1.4
中江保育園 2.744 1.278
長命ヶ丘つくし保育園 2.544 1.311
下位5か所 アクセシビリティ（A) 実測値
さくらんぼ保育園 0 0.842
ぼだい保育園 0 0.917
栗生ひよこ園 0 0.789
ぴっころきっず中野栄 0 1.000
立華認定こども園 0 0.722
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 （注 1）「待機児童数（潜在的含む）」は、第一希望の保育所が通園限界距離以内に入らなかっ
た待機児童を含むことを表す 
 （注 2）0～5 歳児がいる居住地の総地点数は、12893 地点。 
表 6 通園距離別の相関係数以外の特性値 
 
 
 
 
a) 通園限界距離 なし 
 
なし 3㎞ 2.5km 2.0km 1.5km
待機児童数（通園限界距離以内） 1619 2352 2300 2340 2323
待機児童数（潜在的含む） 1619 2362 2404 2634 2846
待機率（待機児童数／需要数） 0.096 0.141 0.143 0.157 0.173
アクセシビリティ（A)が1未満の保
育施設数
0 62 63 65 66
アクセシビリティ（A)が1以上の保
育施設数
155 77 71 71 71
待機児童の発生地点数 1134 2230 2323 2634 2899
通園距離の平均値（m） 1143.2 671.6 629 567 525.8
全保育施設数 200 200 200 200 200
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b) 通園限界距離 3000m 
 
 
c) 通園限界距離 2500m 
 
d) 通園限界距離 2000m 
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e) 通園限界距離 1500m 
図４ 各距離別待機児童発生地点 
 
1-1 通園の限界距離を設けない場合 
 待機児童数は 1663 人となり、需要総数が約 16789 人と推定されるうちの、約 9.9％であ
る。実際、同じ時期の仙台市における待機児童数は 1460 人で、入所児童数と待機児童数を
合わせた人数のうち、約 8.5％である。理論値の方が 200 人ほど多く推定されることが分か
る。青葉区では、仙台駅周辺と泉区に近い住宅地で待機児童が発生し、全て人口集中地区内
にある。宮城野区は、仙台駅東口周辺で多い。泉区では、最も広範囲にわたって発生するが、
人口集中地区以外の住宅地でも多く発生している。泉区の場合、人口集中地区以外の住宅地
に最寄りの保育所が少ないためであると考えられる。太白区は人口密集地区内で JR 太子堂
駅や仙台地下鉄南北線の富沢駅などに近い住宅地である。 
 アクセシビリティ（A）の値が 1 より大きくなり、定員に対して超過需要となる認可保育
所は図５の通りである。認可保育所 152 施設のうち約 30％の 45 施設であり、待機児童が
発生する地点に沿うようにして分布する。アクセシビリティ（A）の値が 1 未満になって定
員割れする保育所は存在しない。 
 通園距離の制限がないため、待機児童となる児童は、全て最寄りの保育所で定員漏れにな
ったことが原因である。この場合の待機児童は、無理をして通園距離の遠い保育所に通うこ
とを選択しても、定員に空きがないため入所できない。 
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 図５ 待機児童の発生地点と認可保育所の分布 
 
1-2 通園の限界距離が 2500m   
 待機児童数は 2404 人となり、推定される需要総数のうち、約 14.3％になる。実際の待機
児童数 1460 人より 944 人多い。 
この場合の待機児童は、二つの場合に分けられ、一つ目は限界距離を設けなかった場合と
同じように最寄りの保育所で定員漏れとなってしまった場合である。二つ目は、最寄りの保
育所への距離が限界距離を超えた場合である。一つ目の場合は、入所の希望が自治体に提出
される場合が多く、その数が把握しやすい。二つ目の場合のうち、最近隣の保育所ですでに
通園の限界距離を超えていた場合は、届け出ることなく通園を諦める可能性があり、把握が
難しい。 
通園の限界距離である 2500ｍ以内に認可保育所（または小規模保育事業）がありながら
割り当てることができない児童は、人口集中地区内に広く分布しているほか、泉区と青葉区
ではそれ以外の住宅地（青葉区みやぎ台、青葉区赤坂、泉区紫山など）でもみられる。また、
距離制限がない場合と比べ、宮城野区や若林区でも、JR 東北線沿線などの地区で分布がみ
られる（図６）。 
アクセシビリティ（A）が 1 より大きくなり、定員に対して需要超過となる認可保育所は
66 施設で全 152 施設のうち約 43.4％である。通園の距離制限がない場合に比べ、遠方の施
設に割り当てない児童数が増えるため、近隣の保育所への需要が増え、アクセシビリティ
（A）が 1 より大きくなる施設の割合が増える。 
 通園の限界距離を 2500m としたとき、第一希望の保育所ですでに限界距離を超えている
地点は 485 地点 105 人であり、待機児童 2404 人のうちの約 4.4％である。仙台市の人口集
中地区以外の広範囲に及び、人口が密集する地区の中心地である仙台駅から少なくとも 10
㎞以上離れた住宅地である。こうした地点のうち、通園距離が 2.5 ㎞を超えているものの、
最も近い保育所でアクセシビリティ（A）の値が 1 以下で定員割れするとされる地点が 257
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か所ある。仙台市熊ヶ根保育所、仙台市人来田保育所、仙台市鶴巻保育所、仙台市湯元保育
所の 4 施設を第一希望とする地点である（図７）。これらの保育所はすべて公立の保育所で
ある。これらの保育所は、0～5 歳人口が少ない居住地に住み、通園に不利な児童のために
あえて設置されていると考えられる。 
 
 
 
  （注）「通園距離」とは、待機児童が第一希望に挙げる認可保育所まで通園する場合に 
かかる距離のこと。 
    図６ 待機児童の発生地点と認可保育所の分布（通園限界距離 2500m） 
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図７ 公立保育所 4 施設と待機児童の分布 
 
2 通園距離の分布 
すべてのパターンをみると、いずれの場合も最頻値は 251m～500m の間である。通園の
限界距離を短くしていくと、割り当てられない地点が増える一方、より短い通園距離以内で
割り当てられる地点が多くなる。これは、通園の限界距離を超えると、遠くの認可保育所に
入所するのをやめて、代わりに近くの小規模保育事業等に入所しようとする人が増えると
仮定しているからである（表 7）。認可保育所のない空間を埋めるように小規模保育事業が
設置されていると、単に定員漏れだけでなく、通園距離の制約で割り当てられない利用者を
カバーすることができる。 
 
  表 7 通園距離 1000m 以内の地点数と全地点の通園平均距離 
 
2-1 通園の限界距離を設けない場合 
 通園距離の平均は約 1143m である。割り当て可能な地点数は 11837 地点となり、3 ㎞ま
でにその約 90.3％を割り当てられる。通園距離の最大値は 13.395 ㎞で、10 ㎞以上になるの
通園距離1000m以内
通園限界距離 地点数 累積 通園平均距離
制限なし 9009 76.11% 約1143m
3000m 9429 82.45% 約672m
2500m 9413 83.75% 約629m
2000m 9415 86.45% 約567m
1500m 9502 89.61% 約526m
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は、123 地点で全体の約 1.03％である。一方、1 ㎞以内で通園できるのは 9009 地点で、全
体の約 76.1％に達する。今回の分析で実測値に最も近いとして通園の限界距離 2500ｍを仮
定したが、2.5 ㎞以内となるのは 10507 地点で全体の約 88.8％である。通園距離が 10 ㎞以
上になる場合では、多くの地点が泉区にあり、泉ヶ丘や大沢といった富谷市に近い住宅地と、
人口の少ない地域である。 
 
2-2 通園の限界距離が 2500m 
 通園距離の平均は約 629m である。割り当て可能な地点は 11240 地点となり、限界距離
を設定しない場合より 597 地点少ない。そのうちの、約 92.6％の 10411 地点が 1500m ま
でに割り当てられる。1 ㎞以内で通園できるのは 9413 地点で、約 83.7％である。 
  
 
a) 通園限界距離 なし 
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    （b）通園限界距離 3000m 
 
 
    （c）通園限界距離 2500m 
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      （d）通園限界距離 2000m 
 
 
       （e）通園限界距離 1500m  
図８ 通園距離のヒストグラム 
 
3 通園距離と定員充足の関係 
 アクセシビリティ（A）と実測値（需要数／定員）との相関を示した散布図は図９である。
通園限界距離が 2500ｍのとき最も相関が高いが、通園距離がどのパターンでも、右上がり
の関係がみられる。 
アクセシビリティ（A）が 0 の保育所は、割り当てられる利用者がいないことを示してい
る。アクセシビリティ（A）が 1 の保育所は、通園の限界距離以内で定員いっぱいまで割り
当てることができ、かつ待機児童がいないことを意味する。通園距離に制約がない場合は、
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アクセシビリティ（A）が 1 になる保育施設が最も多くなる。一方、通園の限界距離を短く
仮定すればするほど、定員が空いていても遠方の利用者を割り当てられない場合が増える
ので、アクセシビリティ（A）の値が 1 未満になり、定員割れする保育施設が多くなる。 
 
(a) 通園限界距離 なし 
 
 
    （b）通園限界距離 3000ｍ 
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（c）通園限界距離 2500ｍ 
 
 
 
(d) 通園限界距離 2000ｍ 
 
 
  （e）通園限界距離 1500ｍ 
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図９ 通園限界距離別の散布図 
    
4 アクセシビリティ（A）が 0 の場合 
 通園の限界距離が設定されると、アクセシビリティ（A）が 0 になる施設が出てくる。通
園の限界距離が 2.5 ㎞と 3 ㎞のとき、0 になる小規模保育事業等の施設が 5 か所ある。どち
らの場合でも、さくらんぼ保育園、ぼだい保育園、栗生ひよこ園、ぴっころきっず中野栄、
立華認定こども園の 5 施設である。そのうち、4 施設が宮城野区の JR 仙石線中野栄駅周辺
の一部に集中している（図 10）。この 4 施設周辺の認可保育所でも、アクセシビリティ（A）
の値が１より大きくなることはなく、1 未満で定員に余裕のある施設が多い。しかし実際の
需要は理論値で想定されるより大きく、0 になった 4 施設も、定員割れはしているものの入
所者が存在している。 
 実際の需要者が多くなるのは、より遠方の居住者が施設を利用するからである。この地域
は、JR 中野栄駅を中心として、仙台港近辺の商業施設や工場、水族館やコンベンションセ
ンタ （ー夢メッセみやぎ）などがあり、それらの場所で働く人々が保育所を利用していると
考えられる。 
 
  図 10 アクセシビリティ（Ａ）が 0 となる宮城野区の保育施設とその周辺の商業施設 
 
5 アクセシビリティ（A）と実際の待機児童数 
 本研究の分析では、通園距離については考慮したが、割り当てる際には定員いっぱいまで
割り当てる作業をした。さらに、アクセシビリティ（A）を測るときには、「需要数／定員」
という値を用い、需要数は入所児童数と待機児童数を合わせたものを指している。そのため、
需要数のうち、入所児童数と待機児童数がどのような割合になるかについては考慮してい
ない。そのため、実際には超過需要となるにも関わらず、定員よりも入所児童が少なく、定
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員割れで待機児童が発生している保育所が多くある。これは、保育所の立地やアクセス以外
に、定員いっぱいまで受け入れられず待機児童となってしまう理由が施設個別に発生して
いることを意味する。 
 
まとめ  
 今回の分析で以下のことが分かった。 
1） 通園の限界距離を変化させることで、保育所や児童の居住地のアクセシビリティと待
機児童の分布が大きく変化した。 
2） どの限界距離を仮定しても、保育施設のアクセシビリティは実測値（需要／定員）と
相関がある。 
 
課題 
 今回の分析では、自宅から保育所までの距離を基準に児童の割り当てを行い、通園の限界
距離は先行研究にある値をもとにパターン化した。そこから、2500m という値を用いたが、
現実の通園距離がどれくらいになっているのか、実際の値を調べる必要がある。しかし、通
勤時間やルートは個人によって様々であると考えられるので、最も度数の高い値と比較す
ることになるだろう。 
 また、保育サービスの需給のミスマッチは児童の年齢からも生じる。とくに、0～2 歳児
の需給が逼迫していると考えられる。今後は、児童の年齢別のアクセシビリティを測ること
で、年齢と空間のミスマッチを同時に測る必要がある。 
 
注） 
１. 2018 年 12 月に仙台市ホームページから「入所希望児童」と「待機児童」の人数が異な
る理由を問い合わせて仙台市子供未来局幼稚園・保育部認定給付課から回答を得た。 
2．小規模保育事業は、2015 年度から始まった「子ども・子育て支援新制度」内の「地域型
保育」の一環である。これまで最低定員 60 人とされてきた認可保育所より規模の小さい、
定員 6 人以上 19 人以下で運営される保育施設。都市部では待機児童解消を図るために設置
を増やしていくとされている。 
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第三章 新規保育所の最適立地分析 
 
はじめに 
 昨今問題となっている保育所への待機児童の発生は、その根本に、保育所の定員不足があ
る。増加する保育サービスへの需要に対応するためには、保育所を増設し、定員を増やさな
ければならない。現に、本分析で取り上げる宮城県仙台市が公表している統計データによる
と、平成 27 年 10 月現在で、仙台市内のすべての認可保育施設の定員を合わせた人数（保
育ママも含む）15,565 人に対し、顕在化している保育所需要は 17,551 人（入所児童+待機
児童数）で、すべての保育施設が定員いっぱいまで児童を受け入れられたとしても、待機児
童が発生してしまう。また、厚生労働省の「保育所等関連状況取りまとめ（平成 28 年 4 月
1 日）」から、東京都では定員 230,935 人に対し需要が 233,344 人、大阪府では定員 65,266
人に対し需要が 66,738 人と、都道府県によっては需要数が供給を上回る。 
 加えて、需要の地域的偏在は明らかであり、東京都や神奈川県、さいたま市や名古屋市で
多いという都市レベルでの需要の偏在だけでなく、都市内部での需要の偏在もみられるこ
とから、それに対応しながら保育所の定員を増やすことで待機児童を減らしていかなけれ
ばならない。 
先行研究において、保育所の新規立地場所を特定する目的には、待機児童に対応すること
は含まれていなかった。本研究では、偏在する待機児童を効率よく減らすことを目的として
新規立地場所を特定していくこととする。 
 
研究方法 
１待機児童の発生地点の推定 
仙台市の待機児童の分布は、前章のアクセシビリティ分析の結果を利用する。使用するデ
ータは、平成 27 年の国勢調査と、平成 27 年 10 月現在で仙台市から公表されている各保育
所の所在地と定員である。アクセシビリティ分析の方法に従って、保育所に入所希望する 0
～5 歳児の人口分布を 100m メッシュで作成する。その後、割り当ての方法で児童を保育所
に割り当てていき、待機児童の発生地点とその人数を明らかにしていく。通園の限界距離を
変化させることで待機児童の発生地点や人数が変わるが、前章で、通園の限界距離を 1500m
から 500m ずつ変化させていき、2500m が最も現実に近い結果であると明らかになったの
で、その場合の待機児童の分布を採用することとする。その待機児童と、平成 27 年 10 月
以降に立地した新しい認可保育所、認可外保育所の分布を図１で示す。 
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図１ 通園限界距離 2500m のときの待機児童分布と新たな認可保育所、認可外保育所 
 
２立地・配分モデルを利用した立地点の特定 
 保育所を新設する候補地点を、500m メッシュの重心とし、500m メッシュの重心を代表
点として待機児童数を示す（図２）。その場合、新規立地の候補地点は仙台市全体で 441 点
となる。以下の最大被覆モデルを利用して、新規立地点を決めていく。 
    MaxZ =ΣiwiVi                      （1） 
       ｛Yj｝ 
制約条件  
    ΣjaijYj-Vi≧0                       （2） 
    ΣjYj＝１                          
        Vi∈（0，1）                                              
    Yj∈（0，1） 
    aij=1 if dij≦R 
    aij=0 if dij>R 
wi=居住地 i の入所希望人数（0～5 歳児人口×需要率） 
Vi=居住地 i が被覆されたとき 1、されないとき 0 を取る 0－1 変数 
Yj=立地点 j に保育所が立地されたとき１、されないとき 0 を取る 0－1 変数 
R＝通園距離 2500m 
aij=居住地 i から立地点 j までの距離が指定された距離 R より短ければ 1、長ければ 0 とな
る 0－1 変数 
 
上記の方法によって、新規立地点を 1 点決める。(１)は設置された施設に被覆された人数が
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最も多くなるように立地点を決定することを表し、(2)は、居住地 i から通園距離 2500m 以
内で立地点 j に施設が立地されない場合、居住地 i は被覆されないことを表す。今回は、通
園の限界距離を 2500m と仮定しているので、R=2500m になっている。 
 また、複数の立地は以下の手順で 1 施設ずつ逐次決定していく。 
1)上記のモデルに従って、立地点を 1 点決める。 
2)１)で決まった場所に立地した新たな施設に、500m メッシュで分布した待機児童を
距離の近い順に割り当てていく。そのとき、施設の定員を 90 人とし、90 人まで割り
当てるか、通園の限界距離である 2500m に達するまで割り当てる。 
   3)割り当てが終わったら残りの待機児童を割り当てるため、1)に戻る。 
 
 
図２ 500m メッシュの重心に集約した待機児童分布 
 
以上の方法で、1 施設ずつ立地場所を決めていき、入所児童数が 60 人未満になったところ
で中止した。定員の 90 人は、平成 27 年 10 月時点の認可保育所の定員の平均が約 90 人で
あるからである。 
 
３保育施設の立地の特徴 
 待機児童を減らすことを目的として保育施設を立地するとき、考慮すべきことは、①児童
の割り当てが重複しないこと、②施設の定員、③通園距離、である。①は、児童は一人一施
設しか通えないので無駄な定員を発生させないため、②は施設の定員に限りがあることを
考慮するため、③は保護者の通勤時間や保育時間から通園が可能な距離の限界が必ず決ま
るからである。これらの条件を満たす方法として、上記の方法を利用する。ただし、この方
法は立地と割り当てを別々に行うことによって条件を満たす。この方法の特徴は、立地点を
求めるまでの計算が複雑でないことと、実際の立地を決める際のプロセスに近いと考えら
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れることである。 
 通常施設を新設する際には、まず待機児童が最も多く発生している場所から１施設ずつ
設置して待機児童を減らすと考えるはずである。立地の時点では具体的な割り当ては考え
ない。実際に施設が設置されたあと、具体的な割り当てが定員いっぱいまで行われる。そこ
で定員に入れなかった児童はさらに待機となる。今回の方法はこうしたプロセスを仮定し
ている。 
 条件を満たす方法には、立地と割り当てを同時に行う方法が他にある。施設の利用者が立
地点に順位をつけて、順位の高い順に高いスコアをつけ、その総スコアが最も高くなるとこ
ろに施設を配置するという方法である。この方法によると、複数の施設の立地点を一度に決
定して、利用者にとって最も望ましい立地と割り当てを同時に行うことができる。ただし、
この方法によると立地点と割り当ての組み合わせが膨大になって計算が複雑になるため、
採用しなかった。 
 
結果と考察 
１ 立地点の推定結果と実際の立地の比較 
 保育施設は 2500m 以内に需要できる需要が 60 人以上のところまで施設を立地した。こ
れは認可保育所の設置基準がもともと定員 60 人以上と定められていたためと、比較的大き
い規模の施設を設置することを仮定するためである。認可保育所を新設するとき、なるべく
多くの需要が見込める場所に立地し、かつ、将来児童が多少減っても施設の運営を維持でき
ると予想される場所に立てると考えるからである。 
 新設された施設は 25 施設であり、20 施設までは定員の 90 人まで児童を割り当てたが、
それ以降は通園距離が 2500m を超えるため定員を割り込む。90 人未満になる保育所の 5 か
所は住宅地周辺にあるため、その場所を職場とする人が遠方から希望することは考えにく
い。区ごと、小地域ごとにどれくらい入所児童が増えるかは表１のとおりである。 
 25 施設の増加によって割り当てが可能になる児童は 2167 人である。増加する入所児童
数は、青葉区で最も多く 630 人であり、最も少ないのが若林区で 60 人である。青葉区と宮
城野区で多いのは、特に人口の多い仙台駅周辺の中心地に一部集中して立地するからであ
る。実際に、平成 27 年以降に新たに設置された認可保育所と認可外保育所は仙台駅周辺に
最も集中している。立地点の推定結果を実際の新たな認可保育所の立地場所と比較すると、
実際が仙台駅周辺と鉄道沿線に集中しているのに比べて、非常に広範囲に分布する。立地す
る順番も、一部の地域に集中したあと他へ立地するのではなく、広い範囲に交互に分散して
立地していく。入所を希望するであろう児童の居住地をもとにして立地点を分析した結果、
仙台駅周辺に複数の立地点を求めることができたため、実際に仙台駅周辺に保育所を立地
すると、その場所に居住している児童と、その他の住宅地（とくに泉区や太白区）から通園
してきて、仙台駅周辺の保護者の職場近くの保育所への入所を求める児童とで定員を奪い
合うことになる。そのため、より一層その周辺に保育所が増設されることになるだろう。同
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時に潜在的な需要が呼び起こされることにもなるため、仙台駅周辺に需要が集中する状況
が続くことになる。そうしたことが繰り返されると、需要の集中部分とそうでない部分の格
差が広がると考えられる。 
 
2 不利な居住地 
 今回の分析では、通園の限界距離である 2500m 以内で需要が集まりやすい順番に立地を
考えていったが、その場合、過疎地に居住している児童は通園に不利になる。前章でアクセ
シビリティを測定した際に、割り当てで不利になる児童は主に以下の 2 つの場合があった。 
１）最も近い認可保育所が 2500m 以上の距離にあり、かつ定員に空きがない  
２）最も近い認可保育所が 2500m 以上の距離にあるが、定員に空きがある 
そのうち、1）の場合は、長い通園距離を無理して通っても定員漏れしてしまう可能性が高
いので最も不利である。この二つの場合に当てはまる児童の居住地は、さらに過疎地である
ため、新規立地点を求める今回の分析でも不利になった。このような不利になる児童に対応
することは効率的な立地とは別に考える必要がある。図４は、今回の分析で不利になる児童
の分布である。アクセシビリティの分析で割り当てする際に不利になった児童の分布と重
なる。 
 
    図３ 保育所の新規立地（25 施設） 
       数字は、立地の順番 
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（注）アクセシビリティで不利①とは、既存の保育施設で最も近い認可保育所が 2500m 以上の
距離にあり、かつ定員に空きがない場合、 
  アクセシビリティで不利②とは、最も近い認可保育所が 2500m 以上の距離にあるが、定
員に空きがある場合、を指す 
図４ 新たに認可保育所を設置しても不利になる児童の分布 
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 表１ 区・小地域ごとの定員増 
 
3 立地の順番 
3-1 増設が 5 施設のとき 
 保育所が増える順番は、5 番までは図 のようになり、仙台駅東口側の地域に 3 施設（小
田原と幸町）、泉区（実沢と南中山）の住宅地に 2 施設である。5 施設の入所児童は、すべ
て定員いっぱいまでの 90 人である。どの地域も人口密度が高い住宅地である。 
       
区 小地域 入所児童数 立地の順番
青葉区 台原２丁目 90 7
青葉区 中山７丁目 90 8
青葉区 芋沢 90 11
青葉区 小松島４丁目 90 12
青葉区 中央４丁目 90 14
青葉区 芋沢 90 18
青葉区 中山台４丁目 90 19
青葉区 集計 630
宮城野区 小田原３丁目 90 1
宮城野区 小田原大行院丁 90 3
宮城野区 幸町２丁目 90 4
宮城野区 岩切字水分 90 10
宮城野区 燕沢１丁目 90 17
宮城野区 岩切字水分 84 21
宮城野区 集計 534
若林区 木ノ下３丁目 60 25
若林区 集計 60
太白区 泉崎２丁目 90 9
太白区 東郡山１丁目 90 13
太白区 長町 73 23
太白区 東大野田 72 24
太白区 集計 325
泉区 実沢 90 2
泉区 南中山２丁目 90 5
泉区 北中山２丁目 90 6
泉区 寺岡２丁目 90 15
泉区 七北田 90 16
泉区 加茂２丁目 90 20
泉区 市名坂 78 22
泉区 集計 618
総計 2167
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図５ 新規立地 1～5 施設 
   数字は立地の順番 
 
3-2 さらに 10 施設まで増設するとき 
 5 施設立地したあと、残りの待機児童からさらに 5 施設増設させると、図 のようにな
る。6 番目の施設までは泉区の住宅地（北中山）にあるが、その後はさきほど立地されなか
った青葉区に 2 施設、宮城野区と太白区に 1 施設ずつ設置される。この時点で、入所でき
る需要数は、青葉区で 180 人、宮城野区で 360 人、若林区で 0 人、太白区で 90 人、泉区で
270 人である。 
  
   図６ 新規立地 10 施設 
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3-3 増設が 20 施設のとき 
 20 施設まで増設すると、11 施設目から、青葉区に 5 施設（芋沢、中山台といった仙台駅
から離れた住宅地に 3 施設、仙台駅近くの住宅地である小松島に 1 施設、仙台駅前の中央 4
丁目に 1 施設）増え、泉区に 3 施設（寺岡、七北田、加茂）が点在し、宮城野区に 1 施設
（燕沢）、太白区で 1 施設（東郡山）増える。この時点でもすべての施設が 90 人を受容し、
入所できる人数が青葉区で 630 人、宮城野区で 450 人、若林区で 0 人、太白区で 180 人、
泉区で 540 人増加する。 
 
  図７ 新規立地 20 施設 
 
3-4 増設が 25 施設のとき 
 21 番目の施設からは通園の限界距離である 2500m 以内で施設が受容できる人数が 90 人
未満となる。21 番目から順に、84 人、78 人、73 人、72 人、60 人である。立地するのは、
宮城野区 1 施設（21 番目、岩切駅付近）、若林区 1 施設（25 番目、木ノ下）、太白区 2 施設
（長町、東大野田）、泉区 1 施設（市名坂）である。 
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     図８ 新規立地 25 施設 
 
３ 新規立地によって新たに入所できる児童分布 
 25 番目まで施設を増設したときの、新たに入所可能な児童分布を図 9 で示す。 
 
図９ 新たに入所できる児童分布 
 
課題 
 一つ目に、立地点の推定結果と比較して、実際の立地が仙台駅周辺や鉄道沿線に集中して
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いることが挙げられる。一部の通勤の利便性の高い場所に需要と供給が集まってしまうこ
とにどのように対応するか考えなければならない。 
 二つ目に、通園に不利になる児童にどのように対応するか考えなくてはならない。方法は、
まず公立の認可保育所を建てることが考えられるが、今後さらに児童が減っていく可能性
を考えると新たに建てるのは望ましくない。また、保護者の職場近くに通園することを仮定
して立地することも考えられるが、すでに仙台駅周辺には多くが集中して建てられており、
今後さらに立地すると、中心地の許容範囲を超えてますます需要が集中する可能性がある。
こうしたことから、これまでの定員の規制を緩めて、少ない定員でも認可が得て小規模の保
育施設を建てることが考えられる。実際には、すでに 2015 年から「小規模保育事業」とし
て制度がスタートしている。しかし、そうした認可保育所を建てづらい場所にそのような事
業を展開していく状態にはまだなっていない。加えて、認可保育所との保育環境や質の違い
から、あえて選択しない場合もあるので、そうした問題を解決しなければならない。さらに、
「認定こども園」という形で、幼稚園がすでに立地しているところに保育所を設ける場合が
考えられるが、これもまだ数が少ない。 
 三つ目に、これはアクセシビリティの測定時にも当てはまるが、本分析は、居住地と保育
所の距離をもとに行われた。実際には、保育所は保護者にとって職場へ行く過程の中継地点
であるため、職場の位置を考慮に入れた分析を行う必要がある。アクセシビリティの測定で
も本分析においても、職場の位置を考慮に入れていない影響が実際の認可保育所の分布と
の違いで現れた。今後は、職場の位置を考慮に入れた場合の立地点の候補を考えていきたい。 
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第四章 待機児童数の比較分析 
 
はじめに 
 第二章の分析で、アクセシビリティの値として、通園が可能な距離以内という範囲で保育
所ごとに定員に対する需要の大きさを測った。その値が、実測値（需要数／定員）と相関が
あることを確かめた。しかし、定員と需要数の差がそのまま待機児童となるわけではない。
実際には、何らかの理由で入所児童数が定員に満たないままで待機児童が発生してしまっ
たり、逆に定員よりも多くの入所児童を受け入れることで待機児童が少なくなっている保
育所もある。 
また、自宅からの距離が近いというだけではなく、保護者の職場の近くに子どもを預けた
いという動機などで保育所への実際の需要数が決まるため、アクセスだけを考慮した需要
数と実際の需要数には差がある。そのため、自宅からの距離で測った地理上の利便性だけで
は待機児童数は決まらない。 
先行研究では、経済学的観点から待機児童の発生要因について分析され、保育料の低さや
保育士の労働市場の特徴が待機児童の発生と関係していると論じられている。待機児童の
発生に関する多様な要因が考えられるなかで、アクセシビリティで表される都市内の地域
的偏りは実際の待機児童に影響を与えると考えられるだろうか。本章では、アクセシビリテ
ィ分析によって明らかになった待機児童数と実際の待機児童数を比較することによってそ
の関係を明らかにすることにする。 
 
研究方法 
 第二章のアクセシビリティの分析によって、自宅からの距離をもとにした待機児童の分
布が明らかになった。実際の待機児童数と比較をするため、分析によって明らかになった待
機児童を保育所ごとに集計する。分析で、自宅からの距離をもとに第一希望に挙げた保育所
へ児童を集計する。そうして集計された保育所ごとの待機児童数と平成 27 年の仙台市の実
際の待機児童数を回帰分析によって比較した。待機児童数を比較した保育施設数は、認可保
育所と小規模保育事業等を含めて 200 施設である。 
 
結果 
最小二乗法とトービット分析によって、実測値と理論値に相関があるかどうか分析した。
結果は表 1、2 のとおりである。トービット分析を行ったのは、待機児童数の理論値におい
て、0 となる保育所が多数存在するためである。結果、どちらの場合にも係数は 1％水準で
有意となった。保育所ごとの実際の待機児童数と、自宅からのアクセシビリティをもとに算
出した待機児童数には有意な相関があることが分かった。 
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***＝1％有意 
  表 1 最小二乗法による分析結果 
 
***＝1％有意 
  表 2 トービット分析による結果 
  
考察 
１ 理論値と実測値の比較 
 待機児童数の実測値と理論値に相関があることが明らかになった。理論値では、自宅から
の距離だけをもとに待機児童を計算しているため、他の要素は一切含まれない。そのことか
ら、都市内の地理上の利便性が待機児童の要因の一部になっていると考えられる。 
 理論値と実測値を比較すると、理論値の方が認可保育所の一部に集中して待機児童が発
生する。実際の待機児童が多くの保育所にばらつくのは、保育所の選好が自宅からの距離以
外の様々な理由からも決まることを表している（図 1）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a)実際に待機児童がいる保育施設         b)理論値で待機児童がいる保育施設
図 1 待機児童のいる保育施設 
 
２ 定員充足率  
 待機児童数の理論値においては、定員いっぱいまで児童を割り当てることで待機児童数
を計算した。しかし、実際には入所児童数が定員より少ないまま待機児童が発生していたり、
逆に定員よりも多くの児童を入所させることで待機児童が少なくなっている保育所が多数
ある。つまり、保育所ごとの定員に対する入所児童数で測った定員充足率（需要数／定員）
被説明変数 説明変数 係数 t値
待機児童数（実測値） 待機児童数（理論値） 0.06 *** 4.083
修正済みR² 0.072
被説明変数 説明変数 係数 z値
待機児童数（実測値） 待機児童数（理論値） 0.06 *** 4.05
対数尤度 -608.0777
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が待機児童数の差異に影響を与えている。近年の定員充足率には、入所希望児童の年齢、保
育士の確保、児童の地域的偏在、潜在需要の掘り起こしなどが影響しているといわれる（前
田（2017a）、（2017b））。現在の待機児童の大部分は 0～2 歳児である。低年齢児にはより多
くの保育士数と特別な設備が必要であることから、条件が整わないと定員に空きがあって
も受け入れられない。地域内で 0～5 歳児が過密と過疎の地域に分かれていることも充足率
に影響を与える。ただし、この偏在に関しては本分析の理論値では考慮されている。定員充
足率を 100％以上にしてしまう理由としてこの児童の偏在と潜在需要の掘り起こしがあり、
ある場所で定員が増えると定員が増えたことが呼び水となって需要が増加してしまうとい
う現象が定員充足率の格差を引き起こしている。 
事例の仙台市における待機児童数の実測値と理論値を比較したとき、実測値よりも理論
値の方が待機児童数が多くなっている保育所 45 箇所のうち、実際には入所児童数が定員を
上回っているために待機児童数が低く抑えられている保育所は 19 施設あった。一方で、実
際に定員割れを起こしながら待機児童が発生している保育施設 71 箇所のうち、定員いっぱ
いまで児童を受け入れると、理論値と同様に待機児童数が 0 になる保育所は 19 施設あった。
このように、定員を守って入所児童数を決めると、各保育所の待機児童数は理論値とより近
い値になる。 
  
             表 3、図 2 入所児童数が定員を上回る 19 施設 
 
保育所名
YMCA西中田保育園
アスク愛子保育園
アスク長町南保育園
ひかり保育園
まつぼっくり保育園
ろりぽっぷ保育園
愛隣こども園
桂こどもの城保育園
上飯田くるみ保育園
青葉保育園
仙台市沖野保育所
仙台市桜ヶ丘保育所
仙台市上野山保育所
仙台市折立保育所
仙台市中山保育所
仙台市東仙台保育所
仙台保育所こじか園
東盛マイトリー園
保育園ワタキューキンダーハイム
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 表 4、図 3 定員いっぱいまで入所すると待機児童数が 0 になる 19 施設 
 
課題 
 待機児童数の発生は需要側の要因と供給側の要因とその他のマッチングの要因が考えら
れる。アクセシビリティはマッチングの要因の一つである。需要側の要因として、0～5 歳
児数と、0～5 歳児数のうちの保育需要率の違いが挙げられる。需要率は、共働き子育て世
帯数や核家族世帯数、両親の収入などによって異なると考えられる。0～5 歳児を抱える世
帯のなかでも保育サービスの需要率にばらつきがあると考えられるが、本分析では需要率
を仙台市全体で一定としているため、考慮できていない。また、供給側の要因である、保育
所の保育時間や休日保育を実施しているかや保育内容といった保育サービスの質によって
も保育所への需要が変化し、保育所の待機児童数に影響を与えていると考えられる。今後、
アクセシビリティと待機児童数との関係とともに、そうした項目を含めて待機児童数の発
生要因を分析していきたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
保育施設名
アスクやまとまち保育園
おうち保育園こうとう台
カール英会話ほいくえん
クリムスポーツ保育園
ダーナ保育園
ニチイキッズ仙台さかえ保育園
もりのなかま保育園　南仙台園
若竹よいこのくに保育園
仙台市向山保育所
仙台市黒松保育所
仙台市若林保育所
仙台市八乙女保育所
仙台市福田町保育所
仙台袋原あおぞら保育園
太白だんだん保育園
第２コスモス錦保育所
認定こども園福聚幼稚園・ふくじゅ保育園
立華認定こども園
和敬保育園
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第五章 まとめ 
 
仮説の実証 
 序章で挙げた仮説は以下の内容であった。 
ア）特に、DID 内の人口の密集したところでサービス需給が逼迫し、それ以外の過疎地に
は保育所定員に空きが出て、空間的ミスマッチが起こっている。 
イ）自宅から保育施設への「アクセシビリティ」を基にして測定した保育施設ごとの待機児
童数が実際の待機児童数と有意に相関する。したがって、都市内の「空間的」差異が待機児
童発生の一因となっている。 
ア）について、第一章でみたように、仙台市でアクセシビリティの分析を行うと、確かに
DID 内、とくに仙台駅周辺で需給が逼迫しているようだった。しかし、DID 内だけでなく、
特に泉区の住宅地で供給が不足した。さらに、青葉区や太白区の一部で、需要をすべて受け
入れたとしても定員に空きが出てしまう保育所も存在した。 
 イ）について、本分析の「アクセシビリティ」を基にして測った待機児童数は、自宅から
の距離以外の要素を含まないため、その値と実際の待機児童数が有意に相関することで「ア
クセシビリティ」が待機児童数を発生させる一因となっていると考えられる。保護者が保育
所の利用希望を自治体に申請するとき、保育所の選択に際して「自宅からの通いやすさ」を
重視していることを反映している。 
 
考察のまとめ 
１ アクセシビリティ分析 
 アクセシビリティは保護者の通園距離によって変化する。通園の限界距離があると、需給
が逼迫するところはより逼迫する。一方、定員に空きが出るところも増加していく。少子化
が解消されないなかで、これまでのような認可保育所を無尽蔵に新設していくことは得策
でない。したがって、小規模保育事業のような、これまでの規制を緩くしたかたちで対応し
ていくことが考えられる。ただ、その場合はそのような新たなサービスの質を認可保育所と
同等に上げていく必要性がある。また、サービスを受けるときに不利であるかどうか、は定
員に漏れるかどうかだけでなく、通園距離等の事情から通園がしやすいか、という観点もあ
り、そうした面で不利な児童に対応する場合も同時に行わなければならないだろう。現在、
過疎地などに住み不利な環境にある児童への対応は公立の施設が行っている。保育サービ
スが多様化し規制緩和されるなかで民間参入もより進むと考えられるが、民間の組織によ
ってカバーされるのは、定員漏れで不利に陥る児童であると考えられる。 
 
２ 最適立地分析 
 需要の集まるところにばかり新たに立地していくと、需要のより逼迫するところとそう
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でないところの格差がさらに進むことになるだろう。そうしたことを防ぐように新規立地
を考えていかなければならない。仙台駅周辺や鉄道沿線だけでなく、実際に需要が多い住宅
地近くに新設することが対応の一つである。さらに、通園距離等で不利になる児童に対して
は、まとまった需要が集められない場合、認可保育所などは新たに立地されないと考えられ
る。したがって、通園距離が長くかつ定員漏れにもなってしまう児童へは、効率性とは別に、
公平性を重視した対応をしなければならない。さらに、不利な児童は、アクセシビリティの
評価でも不利で、かつ保育施設の新設による対応でも不利になる場合が多い。 
 
課題 
 本分析のアクセシビリティは、児童の自宅から保育所への距離だけを考慮して行った。実
際には、保育所は保護者が就業地へ向かうまでの中継地点であり、保育所から就業地までの
アクセスを考慮に入れなければならない。また、保育サービスの需給バランスの状況は児童
の年齢によっても異なっているため、年齢別のミスマッチについて分析しなければならな
い。そのような分析は今後の課題としたい。 
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